
34 法律文化 2004 February

行政法の戦前と戦後

―― 戦前と戦後の比較という観点か

ら、わが国の行政法の成り立ちをおうか

がいしたいと思います。

宇賀 戦前も、違法あるいは不当な行

政が行なわれた場合の事後救済の仕組

みはありました。大日本帝国憲法の下、

司法裁判所とは異なる行政裁判所が管

轄する大陸型の裁判制度があり、違法

な行政行為については、行政裁判法※1

に基づいて、取り消しを求める訴訟を起

こすことができました。また、違法とまで

は言えない不当な行為についても訴願

法※2に基づく不服申立ての仕組みがあ

りましたが、二つとも、とても使い勝手が

よい法律であるとは言えませんでした。

訴訟を提起できる事項や訴願を申し立

てられる事項は列記されたものに限ると

いう大きな制約がありましたし、公権力

の行使にかかる損害については賠償を

請求することもできませんでした。そもそ

も戦前は、事前の行政手続の整備が学

界で論じられることもほとんどなく、違法
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あるいは不当な行政が行なわれないよ

うにするために事前に適正な手続きを

整備するという発想すら存在しないといっ

た状況でした。

しかし、戦後、様相が大きく変わりま

す。日本国憲法の理念の下、まず1947

年に国家賠償法が制定され、違法な公

権力の行使についても国家に賠償請求

できる道が開かれました。そして、行政

事件は通常の司法裁判所が審査する

英米型の制度に転換して、戦前の行

政裁判法が廃止され、行政訴

訟は若干の特例はありまし

たが、基本的に民事訴訟

法によって処理されること

になったのです。

―― 行政事件がいったん

民事訴訟に委ねられながら、

再び行政事件訴訟特例法が

つくられることになった経緯は

どのようなものだったのでしょう

か。

宇賀 当初、GHQは、行政事件訴訟を

処理する特別の法律をつくることに無関

心でした。というより、むしろ司法国家原

理を貫徹すべきであるという観点から消

極的ですらあったのですが、1948年に

平野事件が起きます。公職追放処分を

受けた政治家が、処分の効力停止を求

め、裁判所が仮処分を認めたという事件

です。この事態に直面してGHQは、占

領政策が日本の司法によってブロックさ

※1 行政裁判法：明治23年6月30日公布。同年10月
1日施行。大正5年法律第37号による改正がなさ
れたが、裁判所法（昭和22年法律第59号）により、
昭和23年5月3日をもって廃止された。

※2 訴願法：明治23年10月10日公布。行政不服審
査法（昭和37年法律第160号）により、本法は昭
和37年10月1日をもって廃止された。



れたことに衝撃を受け、かつ立腹し、行

政事件が通常の民事事件と同じように

扱われることを問題視するようになって、

行政事件訴訟特例法の制定に前向きな

姿勢に転じて、仮処分制度ではなく、執

行停止制度をつくります。1948年にでき

た行政事件訴訟特例法は、占領政策へ

の司法権の介入排除という側面があり、

また、急ごしらえであったため、運用して

みると不備の目立つ法律となりました。

したがって1962年に改正され、現行の

行政事件訴訟法となったわけです。なお

同年、訴願法が改正され、行政不服審

査法となっています。

行政手法の変化

―― 戦後、新憲法は国家観を切り替

えたとき、それに伴って行政法も大きく見

直すべきではなかったのでしょうか。

宇賀 「ドイツ行政法学の父」と呼ばれ

るオットー・マイヤー※3に「憲法は変わる。

されど行政法は変わらず」という言葉が

あります。彼がつくり上げたドイツ行政法

の体系は、その技術性のゆえ、憲法の変

遷にもかかわらず、そのまま妥当するこ

とを誇示した表現であったと言えます。

本来なら、行政法とは憲法を具体化する

法律なのですから、憲法が抜本的に変

わったとき、それに応じて変化すべきで

しょう。わが国においても、戦前の行政

法学を日本国憲法に即応したものに再

構成する作業が行われてきましたが、憲

法の理念を行政法に反映させるまでに

相当の時間を要することになった領域も

あります。

―― 戦後復興から高度成長期にかけ

て、欧米にキャッチアップするため官が

国民をリードする開発型の行政手法が

有効で、国民の側もそれに甘んじていた

面もあるようです。

宇賀 中央省庁がリーダーシップを発揮

して、行政指導によって民を束ねる。産

業界もそのような護送船団方式に安住

し、大企業は行政訴訟の提起など考え

もしない。戦後しばらくは、そういう時期

が続きましたが、経済活動が国際化し、

日本の産業社会が成熟するにつれ、護

送船団方式は産業界にとって決して好

ましいものでなくなっていきます。むしろ

規制で守られるより、規制を緩和、撤廃し

てもらって、積極的に経済活動をしてい

こう。経済界はそのような方向に大きく

舵を切り、官民の関係についても見直し

を求める動きを強めます。例えば経済界

は、行政手続法の制定をサポートしまし

たが、それも行政手続法は手続的な規

制緩和の意味を持つということで行政手

続法制定に利益を見出したわけです。

1990年代に入ると、それまで行政法の

課題とされていた法制度の整備が一気

に進みます。1993年に行政手続法が制

定され、1997年には環境影響評価法※4、

1999年の行政機関情報公開法、2001年

の独立行政法人等情報公開法と続き、

昨年の国会では行政機関個人情報保

護法が全部改正されました。このように

行政法について言えば、過去10年間は

まさに改革の時代でした。

―― 整備された一連の法律について、

さらなる見直しが必要であるとすれば、

どのような点でしょうか。

宇賀 行政手続法で言えば、航空機疑

惑問題防止対策協議会の提言を受け

て行政管理庁行政管理局長の私的諮

問機関として設置された第1次行政手続

研究会※5は、学者中心の議論でしたの

で、行政手続法の対象を広くとらえ、政

令や省令の制定や行政計画の策定手

続まで含めて検討していました。しかし、

そこまで含めるとなると、もろもろの調整

が非常に難しくなって、法律の制定が遅

れそうだということになり、総務庁の第二

次研究会は、基本的に行政処分と行政

指導のみに対象を絞ったため、行政立

法や行政計画策定の手続きは将来の課

題として積み残されました。

―― その課題がクリアにされる見込み

についていかがお考えですか。

宇賀 第二臨調当時は、行政立法の手

続きの導入の必要性について、各省庁

の理解はほとんど期待できない状態で、

行政官の圧倒的多数の反応は、単に手

間や時間がかかるだけ、といったもので

したが、その後、かなり意識改革が進ん

できているようです。例えば、1999年3年

の閣議決定（「規制の設定又は改廃に

係る意見提出手続について」）で導入さ

れたパブリック・コメントの手続きが今や

すっかり定着しています。閣議決定で求

めたのは規制の設定や改廃の場合だけ

でしたが、それ以外であっても、審議会

や懇談会で、重要な問題について検討

する際、中間段階の案を公表することが

広くなわれるようになり、行政官もそれを

当然のことと受け止めるようになってい

ます。パブリック・コメントの手続きがこれ

だけ定着した現状を見れば、行政立法

手続の法制化の機が熟してきたと判断

され、これについては近い将来ぜひ実

現していただければと思います。

「質的な充実の時代」へ

―― 行政手続法が定める審査基準や

標準処理期間の制定率はかなり高くなっ

ていますが、ルールの明確化は十分であ
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※3 オットー・マイヤー（1846～1924）：ドイツの行政法学者。ドイツの行政法学の創始者と言われる。フランス行政
法を研究。著『ドイツ行政法』など。

※4 環境影響評価法：平成9年6月13日公布。平成11年6月12日施行。環境影響評価を推進するために国が必要
な措置を講ずることを求めている環境基本法第20条を受け、国の制度として、環境影響評価の具体的な手続き
等を規定している。

※5 行政手続研究会：昭和55年8月、行政管理庁に設置され、昭和58年11月に行政手続法要綱案を含む報告書を
公表している。

あるべき行政訴訟制度
改革を語る～行政改革に対する

司法の積極的な役割～



が適切であったか、その基準に従ってき

ちんと処分されたかを外部からチェック

できるようになったため、裁判所が行政

裁量の司法審査をするとき、有力な手掛

かりができました。

―― 行政事件訴訟の制度に資するも

のにするという意味において、政策評価

法はどのような意味を持つのでしょうか。

宇賀 これまで公共事業に関する行政

事件訴訟は、官の裁量権という壁に阻ま

れることが多かったのですが、政策評価

法によって原則として公共事業には事

前評価が義務付けられました。費用便

益分析をして、その公共事業によっても

たらされる便益が本当に費用に見合う

ものになるのか事前に評価しなければ

ならない上、どのようなデータをもとに、ど

のような評価手法を用いて判断したかを

公表することが法的義務となりました。

これらが公表されれば、外部の専門家

が、その事前評価が適切か否かチェッ

クできますし、裁判になれば、司法審査

のための貴重な資料にすることもできま

す。

―― 行政のデータを得るということで

は、当然、情報公開法も重要ですね。

宇賀 従来も、情報公開条例を使って

得た資料に基づいて住民訴訟を提起す

ることが多かったのですが、一般の行政

訴訟でも情報公開法や情報公開条例に

よって情報を入手し、それに基づいて訴

訟を遂行できることから、行政訴訟にお

ける情報の非対称性を補う機能を期待

できます。文書提出命令の制度がいま

だ使えない訴訟提起前の段階から情報

公開法や情報公開条例で情報を集め、

訴訟準備を進められるわけです。

国際的
ハーモナイゼーションの観点

―― 今年の通常国会で審議が予定さ

れる改正行政事件訴訟法について、お

考えをうかがいたいと思います。

宇賀 行政手続法など事前の仕組みは

一通りそろいましたが、それに対して、大

きく取り残されるかたちになったのが事

後救済制度、いわゆる「事後救済三法」

と呼ばれる国家賠償法、行政不服審査

法、行政事件訴訟法です。国家賠償法

は半世紀以上にわたって改正がありま

せん。行政事件訴訟法にしても、制定か

らすでに40年以上が経過し、その間さ

まざまな不備が指摘されながら、実質的

な改正は全くなされませんでした。その

ように行政法の分野では、事後救済の

部分の見直しが手付かずになっていま

したが、司法制度改革の流れで、ようや

く改正する機会が到来しました。

ちなみに、行政事件訴訟の改正がこ

れほど遅れた理由のひとつとして、法制

審議会に行政事件訴訟に関する常設の

部会がないことが挙げられるでしょう。民

事訴訟については常設部会があり、これ

まで比較的頻繁に改正されてきました

が、法務省にしても常設部会の作業で

手一杯となり、常設の部会がない課題ま

で手が回らないのが実情でしょう。

―― 司法制度改革審議会の行政訴

訟検討会（以下、検討会）の議論では、

さまざまな論点が挙げられていますが、

宇賀先生が重要と思われることは。

宇賀 先程申し上げたように、わが国の

行政事件訴訟の最大の問題は訴訟要

件が厳格に過ぎるため、訴えようとして

も、往々にして門前払いにされることで

あり、改正にあたっては、何より訴訟要件

るとお考えですか。

宇賀 私は審査基準、標準処理期間、

処分基準について、「量的な拡大の時

代」から「質的な充実の時代」に入った

と考えています。なるほど審査基準や処

分基準の制定率は高まりましたが、その

内容はというと、私が見るところ、さらに

具体的に書けるはずであるにもかかわ

らず、抽象的なレベルのものが少なくあ

りません。審査基準が本当に「できる限

り具体的」になっているか、標準処理期

間が本当に「できる限り短期間」になっ

ているか、ひとつずつ吟味することによっ

て、行政の恣意性を排して、国民の予測

可能性を向上させるべきですが、それぞ

れを所管する行政機関に任せていれ

ば、その作業は不十分にならざるを得な

いでしょう。総務省の行政評価局が行政

評価・監視の機能を付与されていますか

ら、そこが省庁横断的にチェックするの

が望ましいと思います。

―― ルールをより詳細、明確にしてい

くべきであると。

宇賀 そのことは行政事件訴訟とも関

係してきます。わが国の行政事件訴訟

の大きな問題は、争える対象が限定され

ている点と、争える者、つまり原告適格が

限定されている点、また、仮に入口から

通ることができても、行政裁量の逸脱の

司法統制が困難である点にあります。行

政手続法は、行政が許認可等の処分を

する際の裁量について、法令が定める

基準より詳細な審査基準をつくることを

義務付け、しかもそれをできる限り具体

的につくり、公にすることを求めています。

かつて行政庁は、裁量基準をつくっても、

それをオープンにせず、内規のかたちで

とどめることが多かったのですが、それ

が公にされ、裁量を行使する際の基準
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※6 アンチダンピング協定第13条：「加盟国は、自国の法令にダンピング防止措置に関する規定を有する場合には、
特に、最終的な決定及び第11条に規定する決定の見直しに関する行政上の措置を速やかに審査するため、司法
裁判所、仲裁裁判所若しくは行政裁判所又はそれらの訴訟手続を維持する。これらの裁判所又は訴訟手続は、当
該最終的な決定又は見直しについて責任を有する当局から独立したものにする。」宇賀克也『アンチダンピング
と司法救済』（日本国際経済法学会年報4号・1995）137頁以下参照。
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を緩和して門戸を広げることが重要で

す。本案審理では、仮の救済の制度の

拡充です。現行の執行停止制度では、

要件が厳し過ぎるため、本案訴訟で勝訴

したところで、真の救済にならないケー

スが少なくないというのが実情ですから。

―― 行政訴訟検討会の審議をどのよ

うにご覧になっていますか。

宇賀 これだけ重大かつ多面的な問題

を考えるには、もう少し審議期間がほし

かったと検討会委員の方もお考えのこと

と思いますが、短期間に精力的、かつ網

羅的に検討をされたことに対して大いに

敬意を表しています。これまで40年も実

質的改正がなされなかったという反省も

込め、立法の折は、ぜひ附則として一定

期間経った時点での見直し条項を入れ

ていただきたいと思います。あまりに頻

繁な改正も問題ですが、社会経済的諸

条件が急速に変化する現代において、

適宜見直すことは必要なはずです。法

制審議会に行政事件訴訟法の常設部

会がない状況にかんがみれば、見直し

条項がないと、次の改正がまた40年先と

いうことになりかねませんので。

―― 経済社会の国際化が進む中、行

政法にしても、比較法的な観点からの考

察が求められると思うのですが。

宇賀 行政事件訴訟の面でも国際的な

ハーモナイゼーションに意を用いる必要

があります。アンチダンピング協定13条※6

を例に挙げれば、日本はその協定に参

加していて、条約上の義務を負っていま

すが、アンチダンピング課税をする場合、

関税定率法第8条第1項に基づいて、こ

のような物品にこれだけの関税をかけま

す、と指定することになっており、その発動

政令が制定された段階で輸入がストッ

プしてしまう蓋然性が高いのです。確か

に日本の行政事件訴訟法でも、不当廉

売関税が課せられた輸入者は取消訴訟

を提起することはできるものの、実際に

は、個別具体的な課税処分に対して取

消訴訟を提起する救済ルートには意味

がなくなってしまうことになります。アメリ

カもEUも発動政令が出た段階で争うこ

とができるようになっていますが、日本も

政令の段階で取消訴訟を提起できるか

というと、少なくとも伝統的な解釈では難

しい。つまり、現行の行政事件訴訟法

で、アンチダンピング協定の義務を履行

しているのかということが問われるわけ

です。

―― 行政法も国際的な観点からも明

確なルールに基づく法治国家にしなけ

ればならないと。

宇賀 伝統的に、行政法は国内公法と

いうとらえられ方をしてきましたが、今日

のようにグローバル化が進めば、行政制

度についても、否応なく国際的ハーモナ

イゼーションが求められる局面が増えま

す。わが国で行政手続法が制定される

に至った背景にも、実はそういう側面が

あって、行政プロセスの公正性、透明性

という観点から欧米がわが国に立法を

求めたという経緯がありますし、情報公

開法にしても、日本で活動する外国企業

が日本の行政情報を使うため、その必

要性を訴えたことがあります。ただ、それ

を押し付けと見なすのは偏狭でしょう。

日本企業にしても、その多くが海外で活

動し、現地の情報公開法を使い、日々い

ろいろな情報にアクセスしているのです

から。
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